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（単位：千円）

増 減 率

△ 17.9% 

7.1% 

2.2% 

△ 9.0% 

企 業 会 計 33,592,120 32,871,069 721,051 

総 計 255,594,475 280,875,675 △ 25,281,200 

一 般 会 計 143,186,865 174,411,007 △ 31,224,142 

特 別 会 計 78,815,490 73,593,599 5,221,891 

前 年 同 期 対 比 表
会 計 別 ３年６月定例会(追加) ２ 年 ６ 月 定 例 会 　増　△　減　

総 計
(0)

255,498,829 95,646 255,594,475

企 業 会 計 合 計
(0)

33,592,120 0 33,592,120

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計
12,423,280 -                   12,423,280

20,002,201 -                   20,002,201

農業集落排水事業会計
1,166,639

下 水 道 事 業 会 計

-                   1,166,639

特 別 会 計 合 計
(0)

78,815,490 0 78,815,490

後期高齢者医療事業会計
3,857,053 -                   3,857,053

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

介 護 保 険 事 業 会 計
30,649,991 -                   30,649,991

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 会 計 39,768 -                   39,768

国民健康保険事業会計
30,848,547 -                   30,848,547

学 校 給 食 費 会 計
1,381,856 -                   1,381,856

病 院 事 業 債 管 理 会 計
8,368,340 -                   8,368,340

廃 棄 物 発 電 会 計
294,010 -                   294,010

大 森 山 動 物 園 会 計
569,703 -                   569,703

公設地方卸売市場会計
398,266 -                   398,266

中 央 卸 売 市 場 会 計
72,098 -                   72,098

市 営 墓 地 会 計
56,684 -                   56,684

市 有 林 会 計
217,499 -                   217,499

95,646 143,186,865

土 地 区 画 整 理 会 計
2,061,675 -                   2,061,675

令和３年６月定例会補正予算（追加提案）

会 計 別 現 計 予 算
６ 月 定 例 会 補 正
（ 追 加 ）

補 正 後 予 算

一 般 会 計
143,091,219
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補正予算資料

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業により編成した。

（単位：千円）

１ 国補助事業

(1) 新 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業 24,486

（福祉保健部）

新型コロナウイルス感染症の流行が長期化し、生活が困窮する世帯を

支援するため、自立支援金を支給する。

・支給対象 社会福祉協議会が実施する総合支援資金の再貸付が終了

した世帯等で、収入状況や求職活動などの要件を満たす

世帯

・支給月額 単身世帯６万円、２人世帯８万円、３人以上世帯10万円

・支給期間 ３か月

２ 市単独事業

(1) 新 新型コロナウイルス感染症対策コンベンション施設支援事業 71,160

（産業振興部）

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上げが大幅に減少してい

るコンベンション施設の運営事業者に対し、本市独自に支援金を支給す

る。

・支給対象 次の要件を全て満たす事業者

①市内に本社又は本店となる事業所を有すること

②面積150㎡以上の会議場のほか、宿泊施設および厨房

設備いずれも有すること

③令和２年３月以降の連続する任意の12か月において、売

上げの総額が前年同期比で50％以上減少していること

・支 給 額 面積150㎡以上の会議場の合計面積に２万円を乗じた額

（上限1,000万円）


